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Ⅰ 県内中小企業の経営動向

注１） 本文中の各ＤＩ値については、例えば「増加した」企業割合と「減少した」企業割合を四捨五入して

表記しているため、±０.１の範囲で差異が生じることがある。

注２） 「前期」：平成２３年１～３月期、「当期」：平成２３年４～６月期、「来期」：平成２３年７～９月期

注３） 前期の調査結果については、３月中旬を回答期限として行ったため、東日本大震災の影響を反映していない。

１ 経営者の景況感と今後の景気見通し
景況感ＤＩは▲７５.６となり、前期比で４.２ポイント悪化。前年同期比では１.９ポイント
改善。
業種別にみると、製造業、非製造業ともに悪化した。先行きも「良い方向に向かう」、「悪
い方向に向かう」双方とも増加しており、先行きに不透明感が見られる。

＜景況感ＤＩの推移＞

当 期 前 期 前年同期

全 体 ▲７５.６ ▲７１.４ ▲７７.５

製 造 業 ▲６９.６ ▲６２.２ ▲７２.１

非製造業 ▲７９.６ ▲７７.５ ▲８１.２

＜「良い方向に向かう」と回答した割合＞ ＜「悪い方向に向かう」と回答した割合＞

当 期 前 期 当 期 前 期

全 体 ６.７％ ５.６％ 全 体 4０.８％ ３８.５％

製 造 業 ９.７％ ７.８％ 製 造 業 ３５.２％ ３２.２％

非製造業 ４.７％ ４.１％ 非製造業 ４４.６％ ４２.７％

２ 売上げについて
売上げＤＩは▲３８.０となり、２期連続で悪化。来期は改善する見通し。
業種別にみると、製造業、非製造業ともに２期連続で悪化した。
来期については、製造業、非製造業ともに当期の売上げＤＩを上回る見通しである。

＜売上げＤＩの推移＞

当 期 前 期 前年同期 来期見通し

全 体 ▲３８.０ ▲２６.６ ▲２７.４ ▲２４.１

製 造 業 ▲３２.７ ▲１５.８ ▲１２.１ ▲１４.８

非製造業 ▲４１.５ ▲３３.９ ▲３７.７ ▲３０.３

３ 資金繰りについて
資金繰りＤＩは▲３４．６となり、２期連続で悪化。来期は改善する見通し。
業種別にみると、製造業、非製造業ともに２期連続で悪化した。
来期については、製造業、非製造業ともに当期の資金繰りＤＩを上回る見通しである。

＜資金繰りＤＩの推移＞

当 期 前 期 前年同期 来期見通し

全 体 ▲３４.６ ▲２７.７ ▲２６.２ ▲２９.８

製 造 業 ▲３３.０ ▲２２.７ ▲１９.９ ▲２５.３

非製造業 ▲３５.７ ▲３１.２ ▲３０.５ ▲３３.０

東日本大震災の影響から、リーマンショック以来の下げ幅

で悪化した。

先行きの不透明感から厳しい見通しとなっているものの、

一部に持ち直しの動きが見られる。

○ 経営者の景況感ＤＩ、売上げＤＩ、採算ＤＩともにリーマンショック以来の下げ幅で悪化し

た。景況感 DIは先行きに不透明が見られるが、売上げ DIと採算 DIについては、改善の見通し。

○ 資金繰りＤＩは２期連続で悪化したが、来期は改善する見通し。

○ 設備投資の実施率は減少し、来期も低下する見通し。
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４ 採算について
採算ＤＩは▲４６.６でほぼ横ばいの状態から悪化。来期は改善する見通し。
業種別にみると、製造業、非製造業ともに悪化。
来期については、製造業、非製造業ともに当期の採算ＤＩを上回る見通しである。

＜採算ＤＩの推移＞

当 期 前 期 前年同期 来期見通し

全 体 ▲４６.６ ▲３８.２ ▲３７.４ ▲３５.０

製 造 業 ▲４２.１ ▲２９.２ ▲２９.６ ▲２８.０

非製造業 ▲４９.７ ▲４４.３ ▲４２.８ ▲３９.８

５ 設備投資について
実施率は１４.４％となり低下。来期も低下する見通し。
業種別にみると、製造業は減少に転じ、非製造業は２期連続で低下。
来期については、製造業、非製造業ともに低下する見通しである。
＜設備投資の実施率＞

当 期 前 期 前年同期 来期見通し

全 体 １４.４％ １７.３％ １７.９％ １３.４％

製 造 業 １８.７％ ２２.３％ ２２.３％ １７.７％

非製造業 １１.５％ １４.０％ １５.０％ １０.５％

６ ヒアリング調査の概況（詳しくは１３頁以降をご覧ください）

７ 特別調査事項結果の概況 「雇用者の過不足感について」
（詳しくは２０頁以降をご覧ください）

製 造 業：一部に持ち直しの動きがみられる

小 売 業：厳しい状況がみられるものの、一部に持ち直しの動きがみられる

情報サービス業：厳しい状況が続いている

建 設 業：厳しい状況が続いている

「震災直後から４、５月は大幅に受注が減少したが、６月は減産の落ち込みが少なくなった」

（輸送用機械）

「節電で工場を輪番操業するため増産や短納期受注に対応できなくなる」（一般機械）

「昨年並みに戻りつつあり、悪い方向には向かわないだろう」（百貨店）

「受注が増える要素がない。震災の復興関連についても、情報サービス業務は後回しになる分野で

ある」（情報サービス業）

「５年前に比べて受注高は半分」（建設業）

景 況 感

企業の声

○ 雇用者数の動向は、前年同期比で「ほぼ増減なし」の割合が６８.９%で微増、「減少」の割
合が２０.５%で微減となった。
○ 雇用者数が「適正」とする県内中小企業の割合は７１.１%と、昨年（７３.４%）に引き続き、
２年連続で７割を超えた。業種別にみると、製造業、非製造業ともに「適正」が高い割合を占
めるが、製造業は「過剰」が「不足」を上回り、非製造業は「不足」が「過剰」を上回った。

○ 過剰感が最も高い職種は、製造業、非製造業ともに「生産部門」であった。不足感が最も高
い職種は、製造業では「研究開発部門」、非製造業では「営業（販売）部門」となっている。

○ 従業員に不足が生じた場合は、「パート・アルバイトを採用」が４４.２%で最も多く、次い

で「正社員を採用」が３６.6％となっている。

○ 来春の新卒採用予定は、７割を超える企業が「予定なし」となっている。


